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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

株式会社 矢野特殊自動車

代表取締役社長 矢野 彰一氏

取引店 福岡銀行 本店営業部

熊本テクノ 株式会社

代表取締役社長 西岡 英明氏

取引店 熊本ファミリー銀行 本店営業部

株式会社 丸協食産

代表取締役社長 松尾 功氏

取引店 親和銀行 大宮支店

頭取の企業訪問
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当社の歴史
～アロー号に夢をのせて～
－当社の歴史は、今から９４年前
の１９１６年（大正５年）に、創業者
であり私の祖父である矢野倖一が、
現存する最古の国産自動車である
「アロー号」を足かけ４年の歳月
を経て完成させたことに始まります。
当時、車といえば産炭地の富裕
層が海外で生産された車を走らせ
ている程度で、庶民にはほとんど
縁が無かった存在でした。そうし
たなか、福岡の実業家村上義太郎
氏より国産自動車の製作依頼を受
け、資金援助のもと製作に挑戦し
ました。元来機械好きだった祖父
は、海外文献を取り寄せ、九州帝
国大学の教授や第一次世界大戦の
捕虜として福岡に収容されていた
独ベンツ社出身の技師などから指
導を受けて、タイヤ・気化器（空
気に燃料を混合する装置の一
つ）・電気装置以外は全て国産部
品を使った「アロー号」（現存す
る最古の国産車）を完成させました。
現在、この「アロー号」は福岡
市博物館に保存・展示されており、
昨年８月には日本機械学会から機

械遺産に認定されたことを受けて、
２０年ぶりに博物館の前庭で記念
走行を行いました。
「アロー号」を完成させたのち、
１９２２年（大正１１年）に当社の前身
である「矢野オート工場」を創業
（現在の福岡市中央区春吉）致しま
した。創業当初は、石炭輸送用の
可動式荷台の需要が相次ぎ、外国
製トラックの荷台を改造する業務
に追われていました。戦時色が強
まると軍用の特装車需要が高まっ
たこともあり当社は海軍省直轄の
工場に指定され、本格的な特殊自
動車づくりを始めました。
戦後になると、自動車輸送が急
速に発展しはじめ、１９５３年（昭和
２８年）に「株式会社矢野特殊自動
車製作所」を設立し、５９年（昭和
３３年）には我が国初となる冷凍輸
送車を完成させました。

特装車総合メーカーとしての強み
－当社は、現在保冷車や冷凍車な
どのバン車、タンクローリ、車両
運搬車やレスキュー車などの特装
車の設計・製造・販売を行ってい
ます。具体的には、お客様である
トラックメーカーもしくはディー
ラー様から車台を支給頂き、その
車台に「特殊機能」を持つ車体を
据え付けて特装車を納入するとい
う事業モデルを採用しています。
なかでも、主力商品である大型
冷凍車の国内シェアは３０％を超
えるなど全国トップクラスの実績
を誇っています。

一方で、当社は航空ローリ（空
港内で航空機に給油する車体）や
車両運搬トレーラーを取り扱って
おり、国内のメーカーとしてはそ
れぞれ２社しかない、ニッチな
メーカーとして存在しています。
これまでに当社が手がけた車種は
約６０種類に上っています。
また当社の強みは、特装車の総
合メーカーとして積み重ねた技術
力はもちろんのこと、お客様に密
着した提案・開発から設計、製造、
メンテナンスに至るまで自社でワ
ンストップ型の生産体制を敷いて
いることです。
お客様ごとに冷凍機の仕様など
のニーズが異なることから、すべ
てオーダーメイドで図面を起こし
ており、量産体制をとる大手では
対応が難しい少量多品種生産に対
しても「なんでもやります」のチャ
レンジ精神で頑張っています。そ
の結果、多少なりともお客様から
の信頼を獲得することが出来たと
思っています。

新たなユーザーの開拓を目指して
（東へ東へ）
－２００３年に旧阪急電鉄から、冷
凍車メーカーであるアルナバン
（現アルナ矢野特車）の営業権を譲
り受け、同時に滋賀県米原市に工
場を取得しました。もともとのラ
イバルメーカー同士が一緒になり
ましたが、両社の“いいとこ取り”
で、製品開発力、生産技術力、サー
ビスメンテナンス力や営業力が向

株式会社 矢野特殊自動車
代表取締役社長

矢野 彰一氏
■創 業：１９２２年１１月 ■設 立：１９５３年１１月
■所 在 地：福岡県糟屋郡新宮町 ■資 本 金：４，９００万円
■従 業 員：３４０名
■事業内容：特装車の設計・製造・販売
■営業拠点：糟屋郡新宮町（本社・工場）、滋賀県米原市（関連会社工場）
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上し、結果的にはアルナバン、矢
野両社はもちろんお客様にとって
も価値あるＭ＆Ａとなったものと
信じています。現在は関西、中部、
関東で徐々にシェアを拡大中で、
今後は、足もとをしっかり見つめ
ながら“バリューアップ”（更なる
企業価値向上）に努め、東へお客様
の支持を拡大できればと目論む所
です。九州の矢野特殊自動車から
全国区へ脱皮するチャレンジです。

お客様の技術パートナーとして
－当社は、「お客様のコストと機
能を考え、最適でオリジナリ
ティーあふれる製品とサービスを
提供する」お客様の技術パート
ナーとして役立つことを目標にし
ております。
例えばタンクローリについて、
お客様から燃料高へ対応したいと
の要望があれば、積載量を維持し
ながら全長を１０％短くした製品
を２００７年（平成１９年）に開発する
などお客様の要望に極力応えるよ
う努力しています。この経験は全
長を短くすることで小回りが効く
うえ、燃費が向上し更には二酸化
炭素の削減にも繋がるなど、環境
に優しい製品を開発することにつ

ながった良い事例だと思っていま
す。引き続き“Ｑｕａｌｉｔｙｉｓｏｕｒ
ｍｉｓｓｉｏｎ”（品質我が使命）を
モットーに、品質第一で、お客様
に「納得」していただける製品サー
ビス作りを目指していきたいと考
えています。

モノづくりは人づくり
－当社は、様々な特装車を生産し
ている、いわゆる「モノづくり」
の企業です。ただ、「モノづくり」
とは言っても結局は人の手でつく
られます。
私は、究極の「モノづくり」と
は、お客様に喜んでもらう為の「人
づくり」であると考えています。
経営理念として「人類の発展に
貢献する企業の経営」を掲げてい
るため、自分たちがつくったもの
が、社会でどのような役割を果た
し、どのように役立つのかを常に
考えながら仕事をしていく必要が
あります。
創業者である祖父から受け継い
だ「とにかくつくってみよう」と
いう矢野スピリットを今後も受け
継ぎ、お客様に喜んでいただける
ような矢野特殊自動車になってい
けるよう努力してまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

ゼロから造り上げた車づくり
に対する創業者のチャレンジ精
神は、現在、多種にわたる特装
車をオーダーメイドでつくり上
げる技術力やこだわりとなって
受け継がれ、お客様からの絶大
な信頼に繋がっているものとご
察し致します。今後もチャレン
ジ精神と高い技術力を武器にお
客様に喜ばれる商品を提供され、
全国トップの地位を確立される
ことを期待しております。

左から山口経営管理本部長、矢野常務、矢野会長、
谷頭取、矢野社長、為永コーポレート営業第二部長

アロー号 製作中の航空ローリ

本社工場 大正時代に製作された
Ｖ８エンジン２機

工場視察の様子 冷凍車内部の説明
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設計・技術開発業務を目的として

熊本テクノを設立

－当社の創業は、現相談役である

前田幸介がダイケイ電子を創業し

た１９８３年（昭和５８年）６月となり

ます。ダイケイ電子は電子基板へ

の部品実装をメイン業務としてい

ましたが、お客様の要望が刻々と

変化するなか、組立部門だけでは

時代に取り残されてしまうという

考えから、設計・技術開発業務を

目的として熊本テクノを１９８８年

５月に設立しました。

その後、９０年（平成２年）にダ

イケイ電子を熊本テクノが吸収合

併して一体化しました。４年後の

９４年には、それぞれの会社で稼

動していた４つの工場（本社工場、

北部工場、リレー〔継電器〕工場、

菊陽工場）を、熊本コスモ工業団

地に新築した本社工場に集約しま

した。

一昨年には、創業２５周年を迎

えることが出来、多くの皆様のご

支援の賜物と感謝致しております。

当社の能力を示した

長野オリンピックでの

バードカム開発

－当社はお客様のご要望に応じて

開発設計から製造まで一貫したモ

ノづくりで、様々な電子機器を提

供することが出来ます。

開発設計においては、オムロン

熊本（現オムロンリレーアンドデ

バイス）様へリレー（継電器）製造

ラインの検査装置を提供している

ほか、佐藤建設工業（現ＳＩＳ）様

が開発され長野オリンピックで採

用されたバードカムやリニアカム

など自動併走カメラの制御部分、

京三製作所様の鉄道関連装置に関

わるソフトや、鉄道のホームの安

全柵や九州新幹線の運行制御シス

テム関連など、色々な装置の開発

に携わってきました。

そのなかでもバードカムの開発

は、当社の持つ技術の高さを世に

示すこととなりました。この装置

は冬のオリンピックのアルペン競

技コースの真横に張ったピアノ線

上を、機材の自重で自動落下させ、

選手と同じ速度（最高速度１００�）
となるようにブレーキをかけ、そ

の速度を制御しながら、選手の動

きを撮影する装置です。この開発

した技術と装置は、現在も陸上や

水泳など、様々な競技で使われて

います。この装置の開発のポイン

トはバードカムに内蔵された傾斜

計、角速度計、距離計などから得

られたデータを内蔵のＣＰＵで瞬

時に処理し、動きを制御する点で

す。この機能の開発には大変苦労

しましたが、休日返上で取り組み

完成させることができました。

長野オリンピック開催中に、ア

メリカの放送関係者が関心を示し

たことをきっかけとして、発注

メーカーがラスベガスの放送関係

機材の展示会に出品しました。当

社の社員も技術援助先ということ

で同行させていただき、現地で高

い評価を受け、大変な自信をつけ

ることができました。

お客様に感謝し

心を込めたモノづくり

－当社は２０００年にＩＳＯ９００１（品

質）、０４年にＩＳＯ１４００１（環境）の

認証を取得し、品質方針として「品

質第一」を掲げ、製品づくりに取

り組んできました。モノづくりに

携わる当社の使命は、お客様に喜

んでいただける製品を提供するこ

とです。お客様が要望する以上の

ことを常に考え、心を込めたモノ

づくりを行えば、必ずまたご指名

熊本テクノ 株式会社
代表取締役社長

西岡 英明氏
■創 業：１９８３年６月 ■設 立：１９８８年５月
■所 在 地：熊本県熊本市 ■資 本 金：９，８００万円
■従 業 員：８４名
■事業内容：電子機器設計製造
■営業拠点：熊本市（本社・工場）、福岡市（福岡営業所）
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をいただくことができると考えて

います。お客様からのご要望に対

してはお断りをすることが殆どな

く、「こんなものはできないか？」

の一言から様々な製品を創り上げ

てきました。

現在は品質管理に加え、ＥＵに

おいて環境重視の指針として採決
ロ ー ズ

された、ＲｏＨＳ（有害物質規制）

対応製品を開発設計段階から取り

入れ、環境に配慮した製品づくり

を進めています。例えば、製造工

程においても実装ラインに鉛を含

有しない半田付けに対応できる装

置を導入していますので、部品一

つ一つの実装に対しても細かくお

応えすることができます。

これからも高付加価値のモノを

提供し続ける

－これまでは営業部門を持たず、

お客様や商社などお取引先からの

ご紹介を中心に売上げを伸ばして

くることができました。今期から

営業部門を新設し活動を始めてい

ますが、これからもお取引先との

信頼を絆とし、輪を広げていける

ようなパートナー関係を築いてい

きたいと考えています。そのため

に、今まで以上にお客様のご要望

にお応えできる、高付加価値のモ

ノを提供する努力を続けてまいり

ます。

ＬＥＤやソーラー関連製品を

提供し社会に貢献

－今後については、環境分野にお

いてＬＥＤ蛍光灯や街路灯にソー

ラーパネルを組み合わせたシステ

ム製品などを、介護福祉分野では

安心・安全・信頼されるシステム

製品を幅広く提供し、社会に貢献

し続ける企業となりたいと考えて

います。

最後に「Ｂ・貧乏が、Ｉ・いや

だから、Ｇ・頑張ろう・・・そし

てＢＩＧになろう」という精神を

全社員が共有し、一丸となって現

在の厳しい環境を乗り切って行き

たいと思っています。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

地方にありながら、世界レベ

ルの技術力で「あったらいい

な」と思える製品をこれまで

次々と世に送り出してこられま

した。こうした実績の積み重ね

が顧客との信頼関係を盤石なも

のにしている要因だと思います。

卓越した開発力を用いて、Ｌ

ＥＤやソーラー機器などの環境

分野や介護福祉分野で、今後ど

のような製品を提供されていか

れるのかとても楽しみです。

ダイレクトドライブマウンター（チップ実装機） 手作業での半田付け作業

バードカム リレー検査機 左から酒井営業部長、前田相談役、西岡社長、
鈴木頭取、北岡副部長

05FFG調査月報 2010年4月



に聞く�

会社設立のきっかけは

母の味の再現

－当社は、牛・豚・鶏肉及び内臓
肉の加工卸を行っており、実兄で
現会長である松尾淳一が、１９７４
年（昭和４９年）５月に創業（設立）
しました。両親が食肉関係の事業
を営んでいたこともあり、当時、
特殊な肉類であったため調理法な
ども一般には知られていなかった
ホルモン（内臓肉）を、私どもは子
供の頃から母が料理してくれてい
たためよく食べていました。いわ
ゆる牛、豚、鶏等のホルモンは種
類によって味が異なり、多様性に
富んでいることから「バラエ
ティーミート」とも呼ばれており、
味付け加工をすることで、食べや
すくなると同時に調理しやすくな
るヘルシーな食品です。こうした
子供の頃の母の味を再現したいと
いう思いがきっかけとなり、商品
として広く普及させることを目的
に当社は設立されました。
当初は兄弟３人、パートスタッ
フ３人でスタートしましたが、現

在では、仕入から開発、加工・製
造、販売までを一貫して行う従業
員４５０名規模の企業に成長し、長
崎県を中心に九州、中国、関西ま
で販路を拡大しています。

一歩先の食肉文化を

クリエイトする

－当社の主力商品であるホルモン
は売上全体の約６割を占め、これ
に加えローストビーフ、やきとり、
鍋物セットなど、新鮮で美味しい
加工食品を量販店などに卸してい
ます。「一歩先の食肉文化をクリ
エイトする」という理念を掲げ、
毎日の生活に欠かせない「食べ
る」ことを通じて、一人でも多く
の方に“おいしい”の笑顔が届く
ように素材の味を生かした商品の
開発を日々続けています。全国的
なブームとなった「もつ鍋」も、
当社では「牛もつ鍋」としていち
早く製品化し販売してきたもので
す。独自のスープ開発と地道な売
込みによって、もつ鍋ブームの先
駆的な役割を果たしたと自負して
います。このような商品開発を積
み重ねた結果、提供しているアイ
テム（加工食品）は、現在３００種類
以上にのぼります。

日本で初めてＳＱＦ２０００

（畜産副生物分野）を取得

－当社では工場における製品の衛
生管理には常に細心の注意を払う
と同時に、設備の充実を図ってき
ましたが、１９９６年夏に発生した
病原性大腸菌Ｏ－１５７騒動は、食
品業界に大きな影響を与え、当社
の営業環境も一変しました。この
時に、製造する食品の安全性を客
観的に示すことの重要さを痛感し、
当社は全国に先駆けて、米国で宇
宙食の安全性を確保するために開
発されたＨＡＣＣＰ（危害分析重要
管理監視方式）システムを導入し
ました。
さらに、２００５年９月にはＨＡＣ
ＣＰとＩＳＯ９００１が組み合わされ
た「ＳＱＦ２０００」認証システムも
取得しました。このシステムは食
品の安全性だけでなく品質も保証
する国際規格で、畜産副生物（ホ
ルモン）分野での取得は当社が日
本で初めてとなります。こうした
取り組みにより、生産工程におけ
る当社の管理レベルは格段に向上
し、消費者や販売先に対する当社
のアピールポイントとなっていま
す。

ギフト専用工場「夢工房」が稼動

－２００９年６月に第四番目の工場
を新設し、「夢を語れる工場にし

株式会社 丸協食産
代表取締役社長

松尾 功氏
■創 業：１９７４年５月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■資 本 金：４，７００万円
■従 業 員：４５７名（パート社員含む）
■事業内容：牛・豚・鶏肉及び内臓肉の加工卸
■営業拠点：佐世保市（本社・工場）、大野城市・北九州市・熊本市・

大分市・大阪市・広島市（営業所）
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たい」という想いから夢工房と名
付けました。ここでは加熱調理済
みのレトルト製品を製造しており、
本格的なレトルト・加熱処理設備
と関連会社「豊味館」が販売する
ギフト商品のセッティングルーム
を装備しています。黒豚ロールス
テーキ、豚角煮、イベリコ豚焼肉
などに加え、テールスープ、テー
ルカレーなどおいしさと品質にこ
だわったギフト商品をひとつひと
つ大切に作っています。
最近では地域貢献の願いも込め
て長崎県産地鶏を活用した「つし
ま地どり鍋セット」を開発し、２００９
年度（平成２１年度）の長崎県特産
品新作展（農林畜産加工品部門）で
最優秀賞を受賞しました。これも、
日夜、製品開発に必死に取り組ん
できた成果だと自負しています。

「熱意」「誠意」「創意」をもとに

時代が求める製品を提供

－当社では「熱意」「誠意」「創

意」という三つの言葉をとても大
事にしています。「熱意」とは若々
しいエネルギーで行動を起こすこ
と、「誠意」はお客様や取引先に
対して絶対にうそをつかないこと、
「創意」はいつも新しい商品開発
ができないか、改善ができないか
といった思いを持ち続けることで
す。こうした考えを、社員はもち
ろん、パートの方たちにも十分に
理解してもらえるよう朝礼等を通
じて話したり、社内や工場の目に
付くところに掲示して浸透を図っ
ています。
当社は新しい食肉文化をつくろ
うという思いから始まり、創業か
ら今年は３６年を経ようとしてい
ます。食品の安全性に対する消費
者の意識がますます高まるなか、
これからも「一歩先の食肉文化を
クリエイトする」という理念を大
事にし、時代に求められる製品を
作り続けてまいります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

バラエティミートの味付け加

工に始まり、贈答用の黒豚ロー

ルステーキ、テールスープまで、

当社で製造される製品の豊富さ

には圧倒されました。創業から

の理念を実践されてきたことが

よくわかります。

徹底した衛生管理と品質への

こだわりには卓越したものがあ

り、食に対する消費者の目が厳

しくなるほど、当社の存在感は

高まってゆくことと思われます。

これからも時代が求める製品を

次々と開発され、さらに躍進さ

れることを期待しています。

ホルモンのパック詰ライン ホルモンのパック詰作業 商品の規格デザイン作業

主要な商品 つしま地どり鍋セット 左から松尾会長、鬼木頭取、松尾社長、山本支店長
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経営戦略としてのワークライフバランス〈仕事と生活の調和〉
～改正育児・介護休業法を受けて～
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出所）厚生労働省「雇用均等基本調査」

図１ 育児休業の取得率の推移
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図２ 週労働時間５０時間以上の労働者の割合

はじめに

男性社員が「育児休業を取得したい」と申し

出たら、あなたの会社ではどのように対応しま

すか。

実は今、男性が育児休業を取得する環境が整

いつつあり、「子供を育てるのは女性で、男性

は長時間労働で組織を支えるのが美徳―」とい

う考え方は既に過去のものとして扱われそうで

す（図１）。

最近、“仕事”と“生活”のバランスを意識

した「ワークライフバランス」という言葉が、

（一種の流行語のように）様々な場面で使われて

います。

「部下を定時に帰す仕事術～経営戦略として

のワークライフバランスとは～」、「個人も会社

も成長するワークライフバランス」〔※〕といっ

た具合に講演会やセミナーのテーマとして使わ

れる機会や、ビジネス誌で「さらば長時間労働」

などとして、これまでの長時間労働を前提とし

た働き方を真正面から見直した特集記事のキー

ワードとして使われるなど、「ワークライフバ

ランス」はもはや働き方を見直す一種の“代名

詞”となっています。
〔※〕株式会社東レ経営研究所代表取締役社長佐々木常夫氏の講
演会より引用

そこで、今回のレポートでは、「ワークライ

フバランス」の概要や周辺の法制度、その効果

について考えていきたいと思います。

１．「ワークライフバランス」とは

まずは、「ワークライフバランス」（以下「Ｗ

ＬＢ」）の言葉の意味を確認していくことにしま

しょう。

「ＷＬＢ」とは１９９０年代に欧米で使われ始め

た概念で、「個人の幸せ」と「会社の発展」の

両方を実現させるというコンセプトからスター

トしました。

つまり、「仕事と私生活とのバランスを充実

させるサポートを会社が行うこと」→「社員の

モチベーションが上る」→「会社の業績が上る」

→「ｗｉｎ‐ｗｉｎの関係を作る」という発想が

根底にあります。

日本では、諸外国に比べて労働時間が長く（図

２）、サービス残業や過労死などが社会問題化

したことにより、２００６年頃から、政府や自治体

を中心に急速にＷＬＢという言葉が普及してき

ました。

ＷＬＢ支援のために、企業が行うサポートの

具体例としては、「ノー残業デーの導入」、「２０

産業調査
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図３ 労働力人口の推移と見通し

図４ 育児・介護休業法の改正ポイント

�子育て中の働き方の見直し
�３歳までの子を養育する労働者が希望すれば、短時間勤務制
度（１日６時間）を設けることが事業主の義務

�３歳までの子を養育する労働者は、請求すれば残業が免除
�就学前の子が１人であれば５日（現行制度）、２人以上であれ
ば年１０日（拡充）まで看護休暇の取得が可能

�父親も子育てできる働き方
�父母がともに育児休業を取得する場合、休業可能期間が１歳
２ヶ月までに延長（通称「パパママ育休プラス」）

�配偶者が専業主婦（夫）であっても、すべての労働者が育児休
業を取得可能

�仕事と介護も両立
要介護状態の家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年
１０日介護休暇を取得可能

�実効性の確保
�都道府県の労働局長による紛争解決の援助、および調整委員
による調停制度を創設

�勧告に従わない場合の公表制度、虚偽報告の場合の過料の創設
（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

時消灯」など比較的導入が容易なものから「育

児・介護のための休暇制度」、「短時間勤務制度」、

「フレックスタイム制」、「事業所内託児所設置」、

そして「在宅勤務体制」など様々な手法があげ

られます。

現在、欧米主要国の労働人口が増える中、日

本の労働力人口は減り続けています（労働力人

口比率も同様）。２０５０年には、このまま少子化

の流れが続くと仮定すると、労働力人口は現在

の３分の２にまで減少するといった予測まで公

表されています（図３）。

実際、経済の成長は「労働力人口」とその「生

産性」によって決定する側面があるため、「労

働力人口」の減少をくい止める観点から、「女

性の職場進出」や「子育て支援」の政策が今後

のカギを握ると言えます。

また、育児以外にも、働きながら親の介護を

担う世代も増えており、人口が減少する社会を

支える基盤づくりのためにも、今後はＷＬＢ支

援を社会全体で取組む必要があるようです。

※労働力人口…１５歳以上の人口から学生、専業主婦、病弱者、高
齢など生産活動に従事しない非労働力人口を差し引いた人口。
国の経済力を示す一つの指標でもある。

２．ＷＬＢ支援のための各種法改正とその背景

少子化の流れを止め、労働力人口を増やして

いく取組みや、男女が子育てや介護をしながら

働き続けることができる社会を目指して、現在、

各種の法律が改正されています。ここでは、そ

のいくつかのポイントについてご紹介します。

■育児・介護休業法

この法律は、女性の社会進出を背景に１９９２年

に施行された「育児休業法」が原点となってい

ます。「労働者の権利として育児休業（以下「育

休」）を男女共に認め、子育てによってやむを得

ず働く機会を失ってしまう労働者を救済する」

という目的からスタートしました。

今年６月３０日に改正施行される同法は、「父

親も育児に携われる環境を整える」という大き

なねらいがあります。

注目すべき改正点は「妻が専業主婦でも希望

すれば育休を取得できる」点や、「父親・母親

の両方が育休を取得する場合は休業手当の支給

対象期間である『子が一歳になる前日まで』に

加えて、更に２ヵ月の期間が上乗せされる（通

称「パパママ育休プラス」）」点です。

今後、「イクメン（「育児をする男性」の俗称）」

が増加することで、人々の意識や会社の文化が

変わる契機になることが期待されています。
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図５ 次世代認定マーク「くるみん」

図６ 仕事と生活の調和推進のための行動指針の一部

項 目 ２００７年 ２０１７年（目標）
就
業
率

女性（２５歳～４４歳） ６４．９％ ６９～７２％

高齢者（６０歳～６４歳） ５２．６％ ６０～６１％

週労働時間６０時間以上の雇用者 １０．８％ 半減

年次有給休暇取得率 ４６．６％ 完全取得

第１子出産前後の女性継続就業率 ３８．０％ ５５．０％

育児休業取得率（男性） ０．５％ １０．０％

６歳未満の子どもをもつ男性の育児・家事時間 １日６０分 １日１５０分

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

■次世代育成支援対策推進法

２００５年４月、「次世代育成支援対策推進法（以

下「次世代法」）」が全面施行され、従業員３０１

人以上の企業は、子育て支援に関する「行動計

画」を策定し、その旨を都道府県労働局に届け

出ることが義務付けられました。

この次世代法の改正によって、２０１１年４月以

降は、１０１人以上の企業についても行動計画策

定の義務を負うことになります。

行動計画で設定した目標を達成し、一定の基

準（男性の育休取得者がおり、女性の育休取得

率７０％など）を満たす企業は、次世代企業認定

を受け、次世代認定マーク（図５、愛称「くる

みん」）を自社の求人広告や、自社商品などに

ＰＲとして表示することができることになりま

す。

この認定制度の普及によって、企業内の男性

の育休取得が促進され、次世代認定マークが広

がっていくことに期待が寄せられています。

■労働基準法

現在、３０歳代の子育てを行っている男性のう

ち、週６０時間以上労働する労働者の割合は２０％

に上っています（総務省「労働力調査」）。

こうした働き方に問題を呈し、ＷＬＢに配慮

した働き方を企業側に求めるために、２０１０年４

月から、「月６０時間以上の時間外労働に対する

割増賃金率を２５％から５０％に引き上げる」、ま

た「時間単位で年休を設定できる」などといっ

た改正が行われることになります。

労働基準法の改正が、将来の我々の働き方を

大きく見直すきっかけになりそうです。

３．ＷＬＢ支援のために

２００７年１２月、関係閣僚、経済界・労働界・地

方代表等の合意のもと、「ＷＬＢ憲章」と「仕

事と生活の調和推進のための行動指針」が策定

されました（図６）。

「ＷＬＢ憲章」：
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/03/dl/s 0314-7d_0009.pdf

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」：
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/kouki_tebiki_0017.pdf

政府の取組み

内閣府では企業によるＷＬＢ実現の取組み支

援の一環として、女性の雇用促進や労働時間の

短縮などを進める企業を優遇する「入札制度」

を２０１０年度から導入する予定です。具体的には、

売買や請負などの入札に、年休や育休の取得状

況、女性の雇用率などを選定基準に含める方針

です（従来は落札金額以外に、工事実績や地域

性、下請け発注率などを吟味して発注先の企業

を決定）。

また、厚生労働省では、育児・介護休業法の

改正にあわせ、短時間勤務制度の定着を促進す

るための助成額を拡大するとともに、「事業所

内保育施設」を設置・運営する中小企業に対す

る助成率（設置費、運営費）の引き上げ措置（大

産業調査
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企業→１／２、中小企業→２／３）を延長実施

する予定です。

自治体の取組み

自治体レベルでもＷＬＢ支援の取組みが進ん

でおり、福岡県では「子育て応援宣言企業」登

録制度を設けています。これは、登録された福

岡県下の企業が、建設工事や物品調達における

入札制度において、加点評価される制度となっ

ています。

また、熊本県や北九州市などのいくつかの自

治体では、ＷＬＢアドバイザー（社会保険労務

士等の有識者・企業負担なし）による就業規則

の策定サポートや、育児・介護休業に関するア

ドバイスを実施しています（なお、厚生労働省

の新資格として今後５年間で、ＷＬＢ推進コン

サルタントを５，０００人養成する予定）。

さらに、長崎県では、「長崎県子育て条例」

を制定し（２００８年）、条例に基づいた「地域子育

て力向上アクション事業」を展開しています。

具体的には、長崎県が長崎県中小企業団体中央

会と連携し、職場環境の改善に取組む企業を支

援するモデル事業などを行っています。その他、

父親が育休を取得した企業に補助金を支給する

「パパの育休取得事業」といった県独自の支援

制度を設け、ＷＬＢの普及に向け積極的な活動

を展開しています。

４．企業におけるＷＬＢ推進のポイント

最後に、企業がＷＬＢ支援を導入する際の

ハードルと考えられる「課題の整理」と「導入

ステップ」について考察します。

まず、ＷＬＢ支援導入への最初のハードルは、

「ＷＬＢの内容が正しく理解されていない」点

が指摘されており、ＷＬＢ支援を「一種のＣＳ

Ｒ活動」と思い込んだり「コストがかかり大企

業にしかできない取組み」といった誤解をよく

聞きます。

具体的な例として、産休や育休を取得した場

合、休業中に支払われる休業手当は、健康保険

や雇用保険から払われるため、企業の直接の費

用負担はありません。しかし、多くの企業では、

企業が実際に休業手当を負担しなければならな

いといった間違った認識を多く持っているよう

です。このような「思い込み」や知識不足によ

る「誤解」が阻害要因になっているのも事実で

す。

さらに、中小企業では、大企業に比べてＷＬ

Ｂ支援の導入が進んでいない場合が多く、「大

企業と比べてＷＬＢが実現しにくい職場環境に

ある」といった面もあります。具体的には、中

小企業の従業員は少人数であり、個人の能力に

負っている部分が多く「休業による一時的なブ

ランクが許容できる環境にない」ことが挙げら

れます。

しかしながら、逆に中小企業だからこそＷＬ

Ｂが実現しやすい面もあり、中小企業に多い職

住近接の職場環境により「職住移動がスムーズ

となり、個々の社員の事情に柔軟に対応でき

る」といった有利な点もあります。ＷＬＢには、

大企業、中小企業のそれぞれに一長一短がある

と言えそうです。

また、「制度はあるが利用しづらい雰囲気が

ある」といった話もよく聞きます。それは、人

材マネジメントの担い手である経営職や管理職

が、自ら長時間労働やサービス残業などの仕事

中心のライフスタイルを望ましいとする環境下

で会社に仕えてきた働き方（高度成長期のビジ

ネスマンの代名詞となったいわゆる“モーレツ

社員”）を長年続けてきたため、ＷＬＢを理解せ

ず、普及を妨げていることに原因があるようで

す。時間はかかりますが、職場風土を変え、制

度を浸透させていくことが必要となるでしょう。

次に、中小企業庁が０９年３月に作成した「中
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図８ 中小企業が最も重要であると思う経営資源

出所）中小企業庁「人材マネジメントに関する実態調査」
※人材育成に優れる企業１，４００社のヒアリング結果

小企業ＷＬＢ対応経営マニュアル」についてご

紹介します。

具体的な導入ステップは、以下のとおりです

（図７）。

まずは、具体的に「どのような支援を行うか」、

また「どのような課題があるのか」などを検討

し、次に事業規模や従業員構成が類似する他社

の取組み事例やノウハウなどを参考にすること

からスタートすることになります。しかし、最

後は「経営者のリーダーシップ」を中心として

取組むことがポイントになるようです。

WLB支援の取組み企業を紹介するホームページ
内閣府カエル！ジャパン：http://www８．cao.go.jp/wlb/index.html
２１世紀職業財団両立支援のひろば：http://www.ryouritsushien.jp

最後に

現在の厳しい経済環境下では、目先の企業収

益に傾斜しがちであるため、長期的に付加価値

を創造し人材の意欲と能力を高めるＷＬＢ支援

はどうしても後回しになるのが実情だと思われ

ます。

しかし、ＷＬＢ支援に積極的に取組む企業の

話をきくと、実際にＷＬＢを支援するきっかけ

となったのは、自社の生産性低下による業績低

迷や、人材の流出など、マイナス面を補うため

の手段として（人材育成や優秀な人材の確保を

実現するため）、ＷＬＢの重要性に気づき、そ

こから導入をスタートさせたとする企業も多い

ようです。企業にとって、ＷＬＢ支援は「コス

トではなく、社員の勤労意欲を高める投資であ

る」と解釈すると、導入へのハードルは低くな

ると考えられます。

中小企業白書によれば、中小企業の経営者が

最も重要と考える経営資源は「人材」という結

果が出ています（図８）。

労働人口が減少する中で、人材の確保が難し

いといった現実の経営課題に目を向ければ、「人

材の呼び水」としてのＷＬＢ支援の重要性は日

増しに強くなっています。

ＷＬＢ支援は工夫次第でコストをかけず会社

の魅力を高める素晴らしい“ツール”となって

います。

ふくおかフィナンシャルグループでは、これ

からの時代に求められるＷＬＢ支援を実現する

ために、経営者の皆様や社員の皆様のキャリア

形成にむけたセミナー開催や、新入社員を対象

とした研修会の開催、さらには提携大学との連

携による学生とお取引先との就職説明会の開催

など、さまざまな企画を通じて皆様のお手伝い

をする取組みを進めています。

これからも、ふくおかフィナンシャルグルー

プの取組みにご期待ください。

（大庭 麻由美）

産業調査
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ＢＳＩ調査による景況感の変化

福岡県、熊本県、長崎県の企業を対象に行いました「企業動向調査アンケート（２０１０年２月実
施）」を基に、３県企業の景況感の他、企業における経営課題やその対応策、業界における新し
い動きなどについてレポートします。
なお、詳細資料についてはHP（http://www.fukuoka-fg.com/tyosa/index.htm）にてご覧いただけます。

１．３県企業の景況感

福岡、熊本両県は改善傾向ながら、長崎県は再

び悪化を見込む

内閣府が公表した２００９年１０～１２月期のＧＤＰ

（２次速報値）では、物価変動を除いた実質成長

率で前期比０．９％増（年率３．８％増）となりました。

４～６月期（年率換算２．７％）から３期連続プラ

ス成長を維持し、伸び率も上昇しています。

前回調査（０９年１０月）時の実績値である昨年７

～９月期の３県（福岡、熊本、長崎）の企業景況

感は各県ともに大きく改善したのに対し、１０年

２月に実施した調査では、実績となる昨年１０～

１２月期について、各県の動きは異なっていました。

本調査では３県（福岡、熊本、長崎）の企業約

１，１００社を対象にした景況感調査のアンケート

結果をもとに、現在の景気動向の状況について

レポートします。

まず、３県全体（福岡、熊本、長崎）の業況Ｂ

ＳＩ「１０～１２月期実績」をみると（図１）、福岡

県で▲３４（前期比＋１０）、熊本県で▲３７（前期比

▲１）、長崎県で▲２８（前期比▲２）と、３県と

もにマイナス水準ながら、福岡県の景況感は「改

善」し、熊本県と長崎県の景況感は「僅かに悪

化」となりました。福岡県の改善の主な要因と

しては、製造業（特に化学・石油製品と輸送用

機械）の需要が回復傾向にあり、業況判断が好

転したことが挙げられます。

続く２０１０年１～３月期（見込み）では、福岡県

は▲１８（前期比＋１６）と「大きく改善」、続く４

～６月期（予想）でも▲１３（同＋５）と、「改善」

傾向が続く予想見通しです。同様に熊本県も、

１～３月期（見込み）は▲２１（同＋１６）と「大きく

改善」を示しており、続く４～６月期も▲１５（同

＋６）と「改善」を予想しています。一方、長

崎県については、１～３月期（見込み）で▲３２（同

▲４）と「悪化」を示し、続く４～６月期（予想）

も▲３５（同▲３）と更なる「悪化」が予想される

など、福岡県、熊本県の改善の動きに対して長

崎県は厳しい結果となりました。福岡、熊本両

県については、一般機械や輸送用機械を筆頭に、

大半の業種で需要回復による業況改善を見込ん

でいる一方、長崎県は一部の業種（金属製品、

電気機械）を除き、未だ業況改善が見込みにく

い状況であることが原因と考えられます。

３県の業況ＢＳＩの一連の動きから、企業景

況感は福岡県が昨年４～６月期、熊本県が昨年

１～３月期に底打ちしたと判断され、それぞれ

改善へと向かう動きが確認出来るものの、長崎

県については底打ちの判断が難しい状況となっ

ています。

図１ 業況ＢＳＩの推移（全産業）

表１ 回答企業の業種別構成

業種 企業数 構成比（％） 業種 企業数 構成比（％）
食料品 ３０ ６．０ 漁業 ４ ０．８
繊維製品 ９ １．８ 建設業 ８１ １６．１

化学・石油製品 １５ ３．０ 卸売業 ５９ １１．８
生コン・窯業・土石 ３０ ６．０ 小売業 ５４ １０．８
鉄鋼・非鉄 １２ ２．４ 不動産業 １８ ３．６
金属製品 ３０ ６．０ 運輸・倉庫業 ２９ ５．８
一般機械 ３２ ６．４ ホテル・旅館業 １７ ３．４

電子部品・電気機械 １６ ３．２ サービス業 ３１ ６．２
輸送用機械 ２４ ４．８ その他 ０ ０．０
その他製造業 １１ ２．２ 合計 ５０２１００．０

※繊維製品、漁業、窯業については長崎県のみ。※鉄鋼・非鉄については福岡
県・長崎県のみ

地域経済調査
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次に、製造業と非製造業に分けてみると、昨

年１０～１２月期の製造業は、福岡県で▲１５（前期

比＋３５）、熊本県で▲３０（同＋２２）と「大きく改

善」しており、長崎県についても▲３５（同＋７）

と「改善」の動きが見られます（図２）。

リーマンショックの影響による落ち込みが激

しかった福岡県と熊本県については、１～３月

期（見込み）、４～６月期（予想）ともに「改善」

傾向が見込まれています。

一方、長崎県は１～３月期（見込み）に▲３０（＋

５）へと「改善」が見込まれているものの、４

～６月期（予想）になると▲４１（▲１１）へと再び

「悪化」に転じることが予想されています（図２）。

業種ごとの動きを見ると、１０～１２月期以降、

福岡県や熊本県では複数の業種でプラス水準へ

改善の動きが見られるのに対し、長崎県では土

石業等が今後の景況感について悪化を見込んで

いるなど、殆どの業種が依然としてマイナス水

準のまま推移していることが、弱含んでいる要

因となっています。

次に非製造業については、各県とも不安定な

動きを示しており（図３）、１０～１２月期は、福岡

県で▲５０（前期比▲１０）、熊本県で▲４５（同▲２４）、

長崎県で▲２４（同▲６）と３県ともに景況感は

「悪化」の動きを見せています。

特に福岡県、熊本県については、不動産業や

運輸・倉庫業、ホテル・旅館業の業績が総じて

悪化したこともあり、昨年４～６月期の水準ま

で落ち込んだ一方、長崎県では漁業が年末需要

などもあって大きく改善し、非製造業全体を持

ち上げたことから、全体では若干の悪化に留ま

るなど、その動きにばらつきが見られます。

１～３月期（見込み）については、福岡県が▲

２６（前期比＋２４）、熊本県が▲３０（同＋１５）まで「改

善」を見込むのに対し、長崎県は▲３４（同▲１０）

と引続き「悪化」を見込んでいます。４～６月

期（予想）になると３県ともにほぼ横這いでの推

移を予想しています。

業種ごとの動きをみると、製造業のようにプ

ラス水準へ回復とまではいかないものの、１～

３月期では建設業や不動産業など年度末需要が

期待される業種が改善を見込み、４～６月期に

かけてはゴールデンウィークの旅行需要が期待

出来るホテル・旅館業などが改善を予想しています。

全産業（製造業＋非製造業）ベースの県別での

景況感の動きをまとめると、２００９年前半部分で

３県ともに景況感は底打ちした後、福岡県、熊

本県は引続き改善傾向が持続する一方で、長崎

県は７～９月期をピークに緩やかな下落トレン

ドに転じています。これは、各県の主要な製造

業の業績見込みに連動した動きとなっています。

２．経営課題とその具体的対応策

●業界の活発な取り組み（複数回答）

コスト圧縮とともに新たな市場開拓の動きが活

発化

業界の活発な取り組みを尋ねたアンケート結

果の中で、最も回答率が高かったテーマは「新

市場の開拓（４５．４％）」となっており、以下「新

製品・新商品の開発（３６．９％）」、「労働時間の短

縮（３０．１％）」が上位３番目までのテーマとして

続いています（図４）。前々回（０９年７月）の調査

結果と今回（１０年２月）の結果を比較すると、第

３位が「経営の多角化（前々回第３位）」から「労

図２ 業況ＢＳＩの推移（製造業） 図３ 業況ＢＳＩの推移（非製造業）

地域経済調査
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図６ 経営課題への具体的対応策

働時間の短縮（前々回第４位）」へシフトしてお

り、自社経営資源の活用よりも雇用面でのコス

ト圧縮の動きが活発化しているものと考えられます。

そのほか「新市場の開拓」（＋５．０Ｐ）、「新技

術の導入」（＋４．９Ｐ）の回答割合が増加してお

り、商品の付加価値を高め、新たな顧客開拓に

取り組もうとしている姿勢が窺えます。

●経営課題（複数回答）

価格低迷の影響拡大

経営課題を尋ねたアンケート結果のトップは

「販売・受注不振（６４．９％）」で、以下「他社と

の競合（６１．４％）」、「価格競争の激化（５０．２％）」

と上位３項目は前々回（０９年７月）の結果とさほ

ど変化はありません（図５）。

前々回（０９年７月）の調査結果と大きな変化が

あったのは、「製・商品価格の低迷」（＋５．９Ｐ）、

「人材・人手不足（質）」（＋４．９Ｐ）であり、デ

フレ傾向が一段と強まっている現況下では、優

秀な人材を採用したくてもコスト面で難しく

なっている企業の現状が垣間見られます。

●経営課題への具体的対応策（複数回答）

価格低下圧力を反映し、必要経費削減などの回

答割合が増加

経営課題への具体的対応策を尋ねたアンケー

ト結果の中では、上位項目は「必要経費の削減

（７４．７％）」、「販売促進強化（５７．５％）」、「技術向

上の促進（３８．２％）」と０９年７月調査時から変化

はありません（図６）。項目の変化についてみる

と「必要経費の削減」の回答割合が７．４Ｐ増加

している一方で、「従業員の雇用（１０．７％）」が

４．９Ｐ減少しています。このことからも人件費

を含む経費削減への取り組みが増加しているこ

とが確認出来ます。

製造業を中心に持ち直しの動きが見られては

いるものの、デフレによる価格競争が強まって

おり、販売量の減少や販売価格の低下に対して

コスト削減で対応しているという回答割合が多

い結果となりました。

（横尾 崇裕）

図４ 業界の活発な取り組み
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３．各種ＢＳＩの動向（３県）

【調査の概要】
１．調査対象
�福岡県、熊本県、長崎県の３県に所在する企業。
�３県の業種別構成比を基に無作為抽出。
福岡県４２３社（回答企業１６７社 回収率３９．５％）
熊本県２３４社（回答企業８８社 回収率３７．６％）
長崎県４６１社（回答企業２４７社 回収率５３．６％）

２．調査時点：２０１０年２月上旬～２月中旬

３．調査方法
�調査対象期間
２００９年１０～１２月期：実績、１０年１～３月期：見込み、
１０年４～６月期：予想
�分析方法
各期について、前年同期と比較して業況が「良い」と答えた企
業割合から「悪い」と答えた企業割合を差し引いた指数（ＢＳＩ）
を基に経済動向を予測

図７ 売上高と経常利益（全産業）

図８ 仕入価格と販売価格（全産業）

図９ 在庫と操業度・稼働率（全産業）

地域経済調査

●売上高と経常利益
◆全産業：売上高は１～３月期（見込み）まで上
昇した後、横這いを予想。経常利益は７～９
月期以降、横這いながらも減少傾向となって
います。

◆製造業：１０～１２月期以降、持続的に改善を見
込んでいるのは、売上高では金属製品、電子
部品・電気機械、経常利益では金属製品、一
般機械となっています。

◆非製造業：１０～１２月期以降、持続的に改善を
見込んでいるのは、売上高では卸売業のみと
なっています。

●仕入価格と販売価格
◆全産業：仕入価格は１０～１２月期以降、徐々に
上昇し、４～６月期には前年を上回る水準を
予想していますが、販売価格は前年を下回る
水準で横這い推移を予想しています。

◆製造業：仕入価格は、食料品を除くほぼ全業
種で先行き上昇を予想、販売価格については
先行き漸減が予想されています。

◆非製造業：仕入価格は、漁業、運輸・倉庫業
が先行き上昇と予想していますが、販売価格
については総じて横這い圏での推移が予想さ
れています。

●在庫と操業度・稼働率
◆全産業：在庫は１０～１２月期に微増したものの
適正水準まで減少を予想、操業度・稼働率は
引続き改善傾向ではあるものの、４～６月期
には低下が予想されています。

◆製造業：操業度・稼働率は、生コンが年度末
需要の反動から大幅悪化しています。在庫は
ほぼ８割が適正水準と回答しています。

◆非製造業：操業度・稼働率は、建設業が生コ
ンと同様に年度末の反動から悪化が予想され
ています。
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参考資料：各種ＢＳＩの詳細

（単位：％、ポイント）

長崎県
２００９年７～９期（実績） ２００９年１０～１２期（実績）

差異
２０１０年１～３期（見込み） ２０１０年４～６期（予想）

改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI
全 産 業 ２１．０ ３２．３ ４６．８▲２５．８ １７．９ ３６．２ ４５．９▲２８．０ ▲２．２ １４．２ ３９．３ ４６．６▲３２．４ １０．２ ４４．９ ４４．９▲３４．７
製 造 業 １４．８ ２８．４ ５６．８▲４２．０ １７．４ ３０．２ ５２．３▲３４．９ ７．１ １４．０ ４１．９ ４４．２▲３０．２ ８．１ ４３．０ ４８．８▲４０．７

食料品 １８．２ ４５．５ ３６．４▲１８．２ ２７．３ ２７．３ ４５．５▲１８．２ ０．０ ９．１ ６３．６ ２７．３▲１８．２ ９．１ ７２．７ １８．２ ▲９．１
繊維製品 ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ １１．１ １１．１ ７７．８▲６６．７ ０．０ １１．１ ２２．２ ６６．７▲５５．６ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
窯業 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ７５．０ ２５．０ ０．０ ７５．０▲５０．０ ２５．０ ０．０ ７５．０▲５０．０
土石 ２５．０ ３１．３ ４３．８▲１８．８ ２６．７ ２６．７ ４６．７▲２０．０ ▲１．３ ６．７ ６０．０ ３３．３▲２６．７ ０．０ ２０．０ ８０．０▲８０．０

鉄鋼・非鉄 ０．０ ２０．０ ８０．０▲８０．０ １６．７ ０．０ ８３．３▲６６．７ １３．３ １６．７ １６．７ ６６．７▲５０．０ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
金属製品 １１．１ ２２．２ ６６．７▲５５．６ １４．３ １４．３ ７１．４▲５７．１ ▲１．６ ０．０ ７１．４ ２８．６▲２８．６ １４．３ ５７．１ ２８．６▲１４．３
一般機械 １４．３ １４．３ ７１．４▲５７．１ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ ▲９．５ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０
電気機械 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ２０．０ ２０．０ ６０．０▲４０．０ ６０．０ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０ ２０．０ ６０．０ ２０．０ ０．０
輸送用機械 ０．０ ５４．５ ４５．５▲４５．５ ８．３ ５０．０ ４１．７▲３３．３ １２．１ １６．７ ４１．７ ４１．７▲２５．０ １６．７ ４１．７ ４１．７▲２５．０
その他製造業 ４４．４ １１．１ ４４．４ ０．０ １８．２ ６３．６ １８．２ ０．０ ０．０ ２７．３ ２７．３ ４５．５▲１８．２ ９．１ ５４．５ ３６．４▲２７．３
非 製 造 業 ２４．０ ３４．１ ４１．９▲１８．０ １８．１ ３９．４ ４２．５▲２４．４ ▲６．４ １４．３ ３７．９ ４７．８▲３３．５ １１．３ ４５．９ ４２．８▲３１．４

漁業 １６．７ ０．０ ８３．３▲６６．７ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ４１．７ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７
建設業 ２０．６ ３８．２ ４１．２▲２０．６ １７．９ ４３．６ ３８．５▲２０．５ ０．１ １７．９ ３０．８ ５１．３▲３３．３ ７．７ ３３．３ ５９．０▲５１．３
卸売業 ２１．６ ２７．０ ５１．４▲２９．７ １２．９ ３５．５ ５１．６▲３８．７ ▲９．０ １６．１ ３２．３ ５１．６▲３５．５ ２０．０ ４３．３ ３６．７▲１６．７
小売業 ３０．３ ３３．３ ３６．４ ▲６．１ ２６．５ ３２．４ ４１．２▲１４．７ ▲８．６ ２０．６ ５０．０ ２９．４ ▲８．８ １４．７ ５０．０ ３５．３▲２０．６
不動産業 ３３．３ ５０．０ １６．７ １６．７ １６．７ ６６．７ １６．７ ０．０▲１６．７ ３３．３ ５０．０ １６．７ １６．７ １６．７ ６６．７ １６．７ ０．０

運輸・倉庫業 ２９．４ ２９．４ ４１．２▲１１．８ １５．８ ４２．１ ４２．１▲２６．３▲１４．６ ０．０ ４７．４ ５２．６▲５２．６ ０．０ ６３．２ ３６．８▲３６．８
ホテル・旅館業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ２０．０ ３０．０ ５０．０▲３０．０ ▲５．０ ０．０ ３０．０ ７０．０▲７０．０ １０．０ ４０．０ ５０．０▲４０．０
サービス業 １９．０ ５２．４ ２８．６ ▲９．５ １１．８ ４７．１ ４１．２▲２９．４▲１９．９ １１．１ ２７．８ ６１．１▲５０．０ １１．１ ５０．０ ３８．９▲２７．８

（単位：％、ポイント）

熊本県
２００９年７～９期（実績） ２００９年１０～１２期（実績）

差異
２０１０年１～３期（見込み） ２０１０年４～６期（予想）

改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI
全 産 業 ２０．９ ２２．０ ５７．１▲３６．３ ２０．７ ２１．８ ５７．５▲３６．８ ▲０．５ ２１．８ ３５．６ ４２．５▲２０．７ ２５．３ ３４．５ ４０．２▲１４．９
製 造 業 １３．６ ２０．５ ６５．９▲５２．３ ２３．４ ２３．４ ５３．２▲２９．８ ２２．５ ２５．５ ３６．２ ３８．３▲１２．８ ３４．０ ２９．８ ３６．２ ▲２．１

食料品 ３７．５ ２５．０ ３７．５ ０．０ １０．０ ５０．０ ４０．０▲３０．０▲３０．０ １０．０ ５０．０ ４０．０▲３０．０ １０．０ ４０．０ ５０．０▲４０．０
化学・石油製品 １４．３ ５７．１ ２８．６▲１４．３ １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ １１４．３ ７５．０ ２５．０ ０．０ ７５．０ ５０．０ ５０．０ ０．０ ５０．０

生コン ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ０．０ ２５．０ ７５．０▲７５．０ ２５．０ ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０ ２５．０ ０．０ ７５．０▲５０．０
金属製品 １４．３ １４．３ ７１．４▲５７．１ １０．０ １０．０ ８０．０▲７０．０▲１２．９ １０．０ ４０．０ ５０．０▲４０．０ ２０．０ ２０．０ ６０．０▲４０．０
一般機械 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ３０．０ ２０．０ ５０．０▲２０．０ ８０．０ ３０．０ ２０．０ ５０．０▲２０．０ ５０．０ ４０．０ １０．０ ４０．０

電子部品・電気機械 ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０ ０．０ ４０．０ ６０．０▲６０．０ ４０．０ ２０．０ ４０．０ ４０．０▲２０．０ ４０．０ ４０．０ ２０．０ ２０．０
輸送用機械 １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３ ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０ ３３．３ ７５．０ ２５．０ ０．０ ７５．０ ７５．０ ０．０ ２５．０ ５０．０

非 製 造 業 ２７．７ ２３．４ ４８．９▲２１．３ １７．５ ２０．０ ６２．５▲４５．０▲２３．７ １７．５ ３５．０ ４７．５▲３０．０ １５．０ ４０．０ ４５．０▲３０．０
建設業 ３０．０ ２０．０ ５０．０▲２０．０ １８．２ ２７．３ ５４．５▲３６．４▲１６．４ ２７．３ ２７．３ ４５．５▲１８．２ ０．０ ２７．３ ７２．７▲７２．７
卸売業 ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ １１．１ ０．０ ８８．９▲７７．８▲５２．８ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ ０．０ ５５．６ ４４．４▲４４．４
小売業 ３３．３ ２２．２ ４４．４▲１１．１ １６．７ ３３．３ ５０．０▲３３．３▲２２．２ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ５０．０ １６．７ ３３．３ １６．７
不動産業 ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０▲２５．０ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０

運輸・倉庫業 ２８．６ １４．３ ５７．１▲２８．６ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ３．６ ２５．０ ２５．０ ５０．０▲２５．０ ２５．０ ５０．０ ２５．０ ０．０
ホテル・旅館業 ０．０ ５０．０ ５０．０▲５０．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０▲５０．０ ０．０ ３３．３ ６６．７▲６６．７ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０
サービス業 ４０．０ ０．０ ６０．０▲２０．０ ３３．３ ３３．３ ３３．３ ０．０ ２０．０ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３ ０．０ ６６．７ ３３．３▲３３．３

（単位：％、ポイント）

福岡県
２００９年７～９期（実績） ２００９年１０～１２期（実績）

差異
２０１０年１～３期（見込み） ２０１０年４～６期（予想）

改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI 改善 不変 悪化 BSI
全 産 業 １６．１ ２３．６ ６０．２▲４４．１ ２３．５ １９．３ ５７．２▲３３．７ １０．４ ２５．３ ３１．９ ４２．８▲１７．５ ２１．７ ４３．４ ３４．９▲１３．３
製 造 業 １５．７ １８．６ ６５．７▲５０．０ ３６．０ １３．３ ５０．７▲１４．７ ３５．３ ３６．０ ２１．３ ４２．７ ▲６．７ ３０．７ ４０．０ ２９．３ １．３

食料品 ２８．６ ７１．４ ０．０ ２８．６ ６６．７ ２２．２ １１．１ ５５．６ ２７．０ ３３．３ ４４．４ ２２．２ １１．１ ２２．２ ５５．６ ２２．２ ０．０
化学・石油製品 １８．２ ９．１ ７２．７▲５４．５ ７０．０ ２０．０ １０．０ ６０．０ １１４．５ ４０．０ ３０．０ ３０．０ １０．０ ３０．０ ５０．０ ２０．０ １０．０

生コン １１．１ ２２．２ ６６．７▲５５．６ １４．３ ０．０ ８５．７▲７１．４▲１５．９ １４．３ １４．３ ７１．４▲５７．１ ０．０ ４２．９ ５７．１▲５７．１
鉄鋼・非鉄 １１．１ ０．０ ８８．９▲７７．８ １６．７ １６．７ ６６．７▲５０．０ ２７．８ １６．７ １６．７ ６６．７▲５０．０ １６．７ ５０．０ ３３．３▲１６．７
金属製品 ２８．６ ０．０ ７１．４▲４２．９ ３０．８ ２３．１ ４６．２▲１５．４ ２７．５ ４６．２ ０．０ ５３．８ ▲７．７ ３８．５ ３０．８ ３０．８ ７．７
一般機械 ８．３ １６．７ ７５．０▲６６．７ ６．３ ６．３ ８７．５▲８１．３▲１４．６ ２５．０ ３７．５ ３７．５▲１２．５ ３１．３ ３１．３ ３７．５ ▲６．３

電子部品・電気機械 ２２．２ ２２．２ ５５．６▲３３．３ ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ １６．７ ３３．３ １６．７ ５０．０▲１６．７ ３３．３ ５０．０ １６．７ １６．７
輸送用機械 ０．０ １６．７ ８３．３▲８３．３ ６２．５ ０．０ ３７．５ ２５．０ １０８．３ ７５．０ ０．０ ２５．０ ５０．０ ６２．５ ２５．０ １２．５ ５０．０

非 製 造 業 １６．５ ２７．５ ５６．０▲３９．６ １３．２ ２４．２ ６２．６▲４９．５ ▲９．９ １６．５ ４０．７ ４２．９▲２６．４ １４．３ ４６．２ ３９．６▲２５．３
建設業 １４．３ ２８．６ ５７．１▲４２．９ １２．９ １９．４ ６７．７▲５４．８▲１２．０ ２５．８ ３２．３ ４１．９▲１６．１ ９．７ ５１．６ ３８．７▲２９．０
卸売業 ５．９ ２９．４ ６４．７▲５８．８ ２１．１ ２１．１ ５７．９▲３６．８ ２２．０ ２１．１ ３１．６ ４７．４▲２６．３ ２１．１ ４７．４ ３１．６▲１０．５
小売業 ２０．０ ２５．０ ５５．０▲３５．０ １４．３ ３５．７ ５０．０▲３５．７ ▲０．７ ７．１ ７１．４ ２１．４▲１４．３ ２１．４ ５０．０ ２８．６ ▲７．１
不動産業 ６０．０ ０．０ ４０．０ ２０．０ ０．０ ２５．０ ７５．０▲７５．０▲９５．０ １２．５ ２５．０ ６２．５▲５０．０ １２．５ １２．５ ７５．０▲６２．５

運輸・倉庫業 ５０．０ ０．０ ５０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０▲１００．０ ０．０ ２０．０ ８０．０▲８０．０ ０．０ ６０．０ ４０．０▲４０．０
ホテル・旅館業 ０．０ ６０．０ ４０．０▲４０．０ ０．０ ０．０ １００．０▲１００．０▲６０．０ ０．０ ２５．０ ７５．０▲７５．０ ０．０ ２５．０ ７５．０▲７５．０
サービス業 ０．０ ４０．０ ６０．０▲６０．０ ２０．０ ５０．０ ３０．０▲１０．０ ５０．０ １０．０ ７０．０ ２０．０▲１０．０ ２０．０ ５０．０ ３０．０▲１０．０

業況ＢＳＩの詳細
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家畜の糞尿だって�
役に立つ！�

―大学発 シーズ紹介―
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表 既存燃料との発熱量比較
燃料種類 発熱量（kcal／�）

既存燃料
石炭 ５，０００～８，０００
木炭 ６，７００～７，５００
重油 ９，０００～１１，０００
木質ペレット ３，０００

新燃料
焼酎廃液のみ ２２５
鶏糞 １，９１３
乾式メタン発酵残渣（先生の技術） ２，７８６
汚泥の油減圧乾燥燃料（先生の技術） ５，７００
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家畜糞尿など有機系廃棄物と廃油を使って
新しい熱源を作り出す！

とり い しゅういち

熊本大学大学院 工学博士 鳥居修一 教授
畜産業（乳用牛、肉用牛、養豚、養鶏など）が盛んな九州は、国内における食肉生産量の
約２５％を占めています。同時に、国内の約２５％相当量の家畜糞尿も発生しており、深
刻な環境問題となっています。この糞尿量たるや、実に年間、福岡ヤフードーム約１３
杯分（約２，２６０万トン）に及びます。ここでは、社会問題とも言える糞尿処理を新しい
形で産業化する取り組みをご紹介します。この技術は、糞尿と廃油等を混合し、熱効率
の高いリサイクル燃料として活用する方法です。この研究が進めば、将来、環境対応
型の新エネルギーとして期待できるものであり、畜産業の更なる発展にも繋がります。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 大学では、熱流体工学を専門に研究をして
います。学外でもバイオマス関係の様々な協議会
等を通じて、「バイオマスのすばらしさ」を広く
皆さんに伝えています。

この研究に取り組まれた背景は何ですか？

先生 社会問題化する“家畜の糞尿処理”がきっ
かけです。現在、その処理は、産業廃棄物として
処理するほか、水処理後河川に放流するなどの対
応がなされています。もちろん堆肥化して再利用
する方法もとられていますが、総じて牛糞は供給
過剰であったり、豚糞や鶏糞は、水分を多く含ん
でいる性質から利用が困難であるなどの問題を抱
えており十分な解決には至っていません。そこで
これら有機系廃棄物に廃油（廃グリセリンなど：
これも別産業において処理方法について問題と
なっているもの）を混合し、特殊な技術を用いて、
低コストで、高カロリーな“新燃料”を作り出す
研究に取り組んでいます。

どんな技術ですか？

先生 有機系廃棄物と廃油（廃グリセリンなど）を
混合した状態で減圧・乾燥します。減圧すれば圧
力（気圧）が下がるので、沸点も低下し、低温での
燃焼で乾燥さ
せる（水分を
飛ばす）こと
ができます。
ここで生成
された固形片
がいわゆる
“新燃料”で
す。
有機系廃棄

物は、家畜糞尿に限らず、下水汚泥、焼酎廃液、
大豆の煮汁など食品加工過程で発生する様々な廃
液などが対象となります。
なお新燃料の発熱量を既存燃料の発熱量（木炭、
石炭等：発熱量５，０００ｋｃａｌ～８，０００ｋｃａｌ）と比
較したところ、燃料として使える発熱量を有して
いることが分っています（表）。今後、更に最適な
条件設定による高燃料化の研究を進めていきます。

どんなことに使えそうですか？

先生 食品工場や畜産現場、下水処理場から発生
する有機系廃棄物を、この技術で熱源化し、各施
設の空調や照明などの電力源として利用できる可
能性があります。

企業の皆様へ一言お願いします

先生 現在、いくつかの企業と共同研究を行って
います。様々な有機系廃棄物が対象となることか
ら畜産業、食品工場、無洗米製造業、焼酎製造業、
下水・汚水処理施設、また廃油回収分野では電力
会社など幅広い分野の関係者様との連携が可能で
す。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング 担当：今泉
ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第１２回）

減圧乾燥した固形片
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REPORT ベトナムの現状と商談事例

チャイナ・プラス・ワンとして東南アジア諸

国の中でも注目を浴びているベトナムは、低廉

な人件費で雇用を確保出来ることや、ＡＳＥＡ

Ｎ域内からの輸入に対し有利な関税（ＡＦＴＡ）

が利用できること、親日派の人々が多いことな

どから、これまでにも多くの日本企業が活発な

投資を行ってきました。

ベトナムに足を運ぶと、まず眼に飛び込んで

くるのは、路上を縦横無尽に走り回るバイクの

多さです。交通手段の実に８０％がバイクと言わ

れています。

今回は最近訪問したばかりのホーチミンを中

心に、ベトナムの現状と商談事例をご紹介しま

す。

１．ベトナムの基礎情報

ベトナムは南北に細長い社会主義共和国であ

り、経済圏は首都ハノイのある北部と商都ホー

チミンのある南部に大きく二分されます。民族

構成は８６％超を占めるキン族（ベト族）を始め、

ターイ族・ムオン族・クメール族など約５０以上

の民族が存在します。また宗教も仏教を始め、

キリスト教、イスラム教、カオダイ教、ヒン

ドゥー教など様々な宗教が存在します。公用語

はベトナム語ですが、英語、フランス語、中国

語、クメール語なども使用されています。また、

通貨単位はドン（ＶＮＤ）が用いられていますが、

ＵＳドルも一般に流通しています。

実質ＧＤＰ成長率を産業別に見ると、建設業

が１１．４％と最も高く、次に電気・水道・ガスが

９．０％と続いています。２００８年に大幅に上昇し

た消費者物価指数は、０９年は６．９％と落ち着き

つつあります。

海外リポート

国 名 ベトナム社会主義共和国

首 都 ハノイ

面 積 ３２９，２４７平方キロメートル

人 口 ８５，７８９千人（０９年４月１日付）

日系企業進出数 約８２０社

在留邦人数 ７，０００人超

２００７年 ２００８年 ２００９年

実質GDP成長率 ８．５％ ６．２％ ５．３％

消費者物価指数 ８．３％ ２３．０％ ６．９％

失業率 ４．６％ ４．７％ ４．７％

縦横無尽に走り回るバイク

ベトナム基礎情報

出所：ベトナム統計総局
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２．輸出入の状況

輸出は、世界的不況による取引各国の購買力

低下などの影響により、２００９年は輸出額が前年

対比９．７％減の５６，５８４百万米ドルとなりました。

０８年に輸出額がトップであった原油は、０９年に

原油価格が下落した影響から、輸出金額は４０％

減と大幅に減少しました（輸出量は２．４％減と僅

かな減少）。

０９年の主要輸出品目を輸出金額順に並べると、

縫製品、原油、水産品、履物、電子機器・コン

ピュータ、宝石貴金属、米、木材類、機械機器

類、コーヒーとなっています。この中で輸出金

額が前年比でプラスになっている品目は、電子

機器・コンピュータや機械機器類など数業種で

あり、主要輸出品目全てが前年比プラスとなっ

ていた０８年と比べると大きく減少しています。

一方、輸入ですが、輸入品目の大半は機械設

備関連とその原材料であり、全体の９０％を占め

ています。世界的不況の影響下、０９年の前半は

外国直接投資（以下ＦＤＩ）や国内生産の減少に

より、輸入額は対前年比で３０％を超える減少と

なりましたが、後半にはＦＤＩの回復や消費材

需要が増加したため、対前年比１４．７％減の

６８，８３０百万米ドルまで回復しました。

３．ベトナムへの投資メリットと課題

ベトナムの地理は北部（ハノイ他）・中部（フ

エ・ダナン他）・南部（ホーチミン他）に大別で

きます。特に、日系企業が進出している地区の

多くは北部と南部です。北部は中国との国境に

面していることもあり、部品調達面での利便性

（メリット）が高いことから、大企業を中心とし

た１００％独資による輸出加工型での進出形態が

多く見られます。一方、３千万人超（ベトナム

人口の約４０％を占める）の人口を抱え商業が活

発な南部は、中堅・中小部品メーカーや食品関

連の企業（インスタントラーメンのベトナム国

内向けの生産販売で成功を収めている企業な

ど）が多く進出しています。

ベトナム投資の課題として、まずはインフラ

の未整備が挙げられます。特に物流面で重要と

なる道路・鉄道・港湾等のインフラ整備が急が

れます。私が今回ホーチミンを訪問した際も、

大型の道路工事が行われていましたが、ベトナ

ム全体にインフラ整備が行き届くには、まだま

だ時間がかかりそうです。

次に挙げられる課題は労働賃金の上昇です。

サブプライムショック後は終息したかにみえた

労働者によるストライキですが、最近再び発生

している様です。ホーチミンの法定最低賃金（月

給）は、２００８年が６３米ドル、２００９年が７２米ドル（対

前年比１４．３％増）になっており、今後も上昇し

ていくことが予想されています。

４．ベトナムでの商談事例

ベトナムでの最近の商談事例の一つをご紹介

海外リポート

商談風景
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します。今回ホーチミンを訪問した理由は、ベ

トナムの現状を把握するための情報収集と、お

取引先（以下Ａ社：日本企業）に同行して４つの

現地企業を視察することでした。

Ａ社は若者向けの帽子・バッグ等の雑貨を中

国の協力工場で生産し、日本国内で卸売を行っ

ている企業です。昨年１０月の帰国時にＡ社を訪

問した際、社長から「ベトナムで協力工場（生

産拠点）を探している」との話を伺ったことか

ら、早速、香港駐在員事務所で帽子・バッグ等

の生産を行っているベトナム企業の調査を行い

ました。Ａ社のニーズと合致する４件の企業に

絞り込み、Ａ社に情報提供したところ、視察し

たいとのご要望を頂き、Ａ社の営業担当部長と

現地企業を視察することになりました。当然ベ

トナム語での商談となることから、ベトナム人

の通訳を手配し、実際に現地訪問を行いました。

今回、Ａ社に紹介したうちの３社に対し、Ａ

社が持参したサンプル品を提供しており、見積

り比較が行われる予定です。今後、サンプル作

成を依頼し、Ａ社が希望するクオリティを満た

すことが確認できれば成約となり、ベトナムで

の委託生産がスタートすることになります。

ただし、ベトナムでの生産には課題もありま

す。例えば中国と比べ人件費が割安であっても、

ベトナムでの材料調達が出来なければ、結果的

に生産コストが中国より割高になることもあり

ます。しかし、Ａ社社長は、中国一国での生産

に依存することへの不安を感じられており（今

後の中国における更なる人件費上昇等を懸念）、

早期に次なる手立てを講じられるよう、生産の

足がかりを今のうちに作っておきたいとの考え

があったようです。

５．最後に

今回のベトナム訪問で感じたことは、まだま

だ日本経済ほどの成熟さは無く、政治的な規制

も多い国ですが、比較的低廉な人件費や良質で

豊富な労働力、日本に対する友好的な感情など

から、日本企業のパートナーになる可能性を十

分に備えている魅力的な国であるということで

す。実際にジェトロホーチミン事務所の方に話

を伺ったところ、昨年６月頃から日本企業から

の相談が増加しているとの事でした。

商談事例としてご紹介したとおり、海外ビジ

ネスを検討する場合、実際に現地に赴き自分の

目で見て感じることでしか得られない情報が大

切であると思います。海外ビジネスをご検討さ

れているお客様がいらっしゃいましたら、是非

お取引店を通じて香港駐在員事務所に御相談下

さい。お待ちしています。

（香港駐在員事務所 末松 尚樹）

ベトナムの縫製工場
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている
２０１０年１月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、電子部品・デバイスや鉄鋼などの生産が
伸び悩んだ一方で、輸送機械や一般機械などの生産が好調に推移したことから、前月比１．４％、前年
同月比２７．３％上昇の９８．８と２ヵ月連続で前年実績を上回るなど、全国に比べ強い持ち直しの動きが続
いています。

［業種別動向］……………輸送機械、一般機械などで上昇
鉱工業生産指数の前月比１．４％上昇について、業種別の寄与度を見ると、エコカー減税効果などか

ら乗用車の需要が好調な輸送機械や、半導体の製造装置が好調だった一般機械などがプラスに寄与し
ました。一方、携帯電話やゲーム機向けの集積回路が不調だった電子部品・デバイスがマイナスに寄
与したほか、船舶や自動車向け鋼板の需要が好調な鉄鋼が、一時生産ライン補修の影響からマイナス
に寄与しました。全１７業種のうち前月から１業種増えた１２業種がプラスとなるなど、持ち直しの動き
が続いています。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、輸送機械が１１月の工場復旧による増産の反動などにより伸び悩む一方、一般機械や

鉄鋼などの生産改善により、総合指数は小幅上昇するなど、持ち直しの動きが見られます。

消費面では、消費者の節約志向は依然強く、大型小売店販売額は前年割れで推移しています。また

住宅建設も住宅取得に係る優遇制度の正式決定や住宅版エコポイント制度が開始したことで持家取得

の動きが見られます。公共工事についても件数・金額ともに増加するなど、堅調に推移しています。

［生産活動］……………総合指数は小幅上昇

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８７．２となり前月比０．１％と僅か

ながら上昇しました。

主要業種をみると、１１月に台風による工場の操

業停止から復旧した輸送機械が、復旧直後の増産

の反動もあって前月比で８．４％低下した以外は、

鉄鋼や一般機械など他の業種が上昇したこともあ

り、全体では小幅上昇しました。

［大型小売店］……………前年割れが続く

１月の大型小売店販売額については、百貨店で

は、消費者の節約志向が続くなか、一部高額商品

にも動きがみられたものの、１月中旬の降雪によ

る客足の鈍化なども影響し、販売額は前年同月比

５．０％減となりました。

スーパーにおいても、消費者の節約志向は依然

強く、前年同月比３．５％減少しました。

大型小売店全体では前年同月比４．２％減の５７７億

円となり、１８ヵ月連続で前年割れが続いています。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………持家・分譲は好調ながらも１４ヵ月連続前年割れ

１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１８．９％増の７７４戸、分譲で同３２．２％増の４５２戸と順

調に増加しましたが、貸家が同５２．３％減の７９３戸

と減少したため、全体では同２４．５％減の２，０２３戸

となりました。

住宅取得関連の優遇制度が昨年末に正式決定し

たことや住宅版エコポイントが開始されたことな

どから、持家取得の動きが強まりました。

［公共工事］……………請負件数・金額ともに増加

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比７．１％増の７０７件、金額について

も同５．６％増の２３２億円と件数・金額ともに増加し

ました。

発注者別でみると、国の道路関連案件や港湾整

備案件、市発注の道路関連案件などの大型案件が

増加したことから、件数・金額ともに増加してい

ます。

［企業倒産］……………倒産件数は横ばい、負債総額は減少

２月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比３．２％減の３０件となりま

した。

また負債総額は、前年同月（マンション分譲業

などの破綻により８２億円を計上）に比べ３８．０％減

の５１億円と減少しました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、電子部品・デバイスの急増などで、総合指数は２ヵ月連続で前月比上昇するなど、

持ち直しの動きが持続しています。大型小売店販売額は減少幅が縮小し、公共工事は昨年７月以降、

請負金額の前年比増が持続しています。また、企業倒産の負債総額は低水準で推移しているほか、住

宅建設は持家と貸家が前年比増加しています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなどが上昇し、総合指数は
２ヵ月連続で上昇

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８９．８と前月比４．２％上昇しまし

た。

一般機械や食料品・たばこは低下したものの、

電子部品・デバイスが急増したことなどにより、

総合指数は２ヵ月連続で上昇しました。

［大型小売店］……………前年比マイナスながら減少幅は縮小

１月の県内大型小売店販売額は、前年比５．４％

減の１５７億円と前年実績を下回りました。消費者

の節約志向は依然強いものの、この２ヵ月間は減

少幅が縮小しています。

春物衣料品に一部動きがみられたことから、衣

料品の減少幅はやや縮小し前年比８．４％減となり

ました。また、飲食料品は物産展や催事が寄与し、

同０．４％増となりました。

熊本県経済動向

25FFG調査月報 2010年4月



2009
112111 2 3 4 5 6 7 8 9 10
2010

（億円）� （％）�
50

▲50

0
前年比�

国� 独立行政法人等� 県� 市町村� その他�

50

0

100

200

250

400

350

300

150

2010
112111 2 3 4 5 6 7 8 9 10

2009

（戸）� （％）�

0

200

400

600

800

1,200

1,000

1,400

前年比�

持家� 貸家� 給与� 分譲�
50

▲50

0

2112112 3 4 5 6 7
2010

8 9 10
2009

（億円）� （件数）�
25

15

10

5

20

0

40

20

60

80

100

120

140

倒産件数�

負債総額�

熊本県経済動向

［公共工事］……………「市町村」の発注増などで前年比増加

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２１．５％増の６１５件、金額が同６．１％増

の１０８億円と、件数、請負金額ともに前年比増加

しました。

前年比で大きく増加したのは、熊本市の浄化セ

ンター工事など「市町村」発注分の工事で、請負

金額で２６．２％増加しています。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

２月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比１４．３％増の８件、負債総額

が同３１．５％減の１２億６，６００万円となりました。

倒産は全て１０億円以下の小口倒産で、緊急融資

制度などの効果が持続し、件数は前月比で３件減

少するなど、負債総額とともに、低水準で推移し

ています。

［住宅建設］……………持家、貸家は前年比増加

１月の新設住宅着工戸数は、前年比５．７％減の

７２７戸と、２ヵ月ぶりに前年を下回りました。

住宅取得優遇制度の利用などにより持家は前年

比１３．５％増の２９４戸と増加しました。一方、貸家

も同２２．２％増の３８６戸と好調でしたが、分譲はマ

ンションの着工がなく、同７６．４％減の４６戸と低迷

しました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向

総合指数 � 一般機械工業 �電子部品・デバイス工業（右軸）�
輸送機械工業� 食料品・たばこ工業�
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県
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長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きがみられる

生産活動では、一般機械の急上昇で、総合指数は４ヵ月ぶりに上昇に転じるなど、持ち直しの動き

がみられます。公共工事は前倒し発注の反動で前年実績を下回って推移していますが、住宅建設は持

家、分譲マンションの増加などで２ヵ月連続で増加しています。大型小売店販売額は低調な状態が続

いているものの、企業倒産は低水準で推移しています。

［生産活動］……………一般機械が急上昇し、生産指数は４ヵ月ぶりに
上昇

１２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比２２．４％上昇し１１５．４とな

りました。

発電プラント関連製品などの生産増加により一

般機械が急上昇し、総合指数は４ヵ月ぶりに上昇

に転じました。

［大型小売店］……………節約志向により売上減少続く

１月の県内大型小売店販売額は、節約志向に加

え、販売単価の低下などにより、前年比７．９％減

の１０４億円となりました。

婦人服のクリアランスセールの不調などで、衣

料品は前年比１３．１％減少しました。業態別では、

百貨店は同７．６％減、スーパーは同８．０％減少しま

した。

長崎県経済動向
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［住宅建設］……………分譲マンション増加し前年比プラス

１月の新設住宅着工戸数は、前年比３．２％増の

４８７戸と、２ヵ月連続で前年比増加しました。

持家で前年比１．８％増の１６６戸、貸家では同

２５．６％減の２０３戸、分譲は在庫調整が一服したマ

ンション着工の動きが県内各地でみられ、同３．３

倍の１１５戸と急増しました。

住宅取得優遇制度や住宅版エコポイント制度開

始なども、住宅着工の追い風となっています。

［公共工事］……………請負金額は４ヵ月連続で前年比減少

１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比４．８％増の４３６件、金額が同１７．６％減

の１０５億円と、請負金額は４ヵ月連続で前年比減

少しました。

九州新幹線工事などが「独立行政法人」から、

伊王島大橋関連工事などが「市町」から発注され

前年比増加しましたが、「国」「県」などは減少し

ました。

［企業倒産］……………件数、負債金額ともに低水準

１月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年と同数の６件、負債総額が同

８２．１％減の７億７，９００万円となりました。

緊急融資制度の効果などにより、件数、負債金

額ともに低い水準となりました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８０．５ ▲２２．５ ８１．７ ▲２１．７ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．９ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００８．１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０
２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９

２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．２ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．９ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．６ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．０ ▲４．２ ８９．６ ▲３．１ ９３．７ ▲１４．４ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．８ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ８９．７ ５．１ ９０．５ ５．２ ９３．６ ▲１４．７ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９２．１ １８．５ ９２．９ １９．６ ９４．６ ▲１２．５ ▲３．７ ４０．８ ９．１ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７６６ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００８．１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９
２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．６ ▲１．０ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０

２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．１ ▲２．０ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．２ ▲４．２ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．８ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６１１ ▲６．３ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１６ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．１ ▲４．０ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９４ ▲４．１ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．４ ▲２．１ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００８．１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５

２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２５ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４４ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４５ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４６ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．７ ▲３８．３ ７２．９ ▲３５．９ ７９．４ ▲２９．９ ７８．４ ▲２２．８ １１３．２ ▲７．３
２００８．１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９
２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５

２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８５．９ ▲１２．３ ８６．１ ▲１４．４ ７０．６ ▲３６．２ ６９．０ ▲３９．７ ９６．７ ▲２．４ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１ ８７．１ ▲４．４ ９２．５ ０．８ ８０．１ ▲２９．１ ６８．２ ▲３５．８ １０４．８ ３１．２ ８７．７ １．７ １００．７ ▲１８．９
１２ ８７．２ ２．１ １０１．０ ３０．２ ８４．０ ▲２２．４ ７６．７ ▲２２．９ ９６．０ ３９．１ ８５．９ ８．７ ９９．８ ▲２２．５

２０１０．１
出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．１ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７９７ ▲５．２
２００８．１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６
２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１

２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．６ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３６．９ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００８．１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５

２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３８ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４１ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．４０ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．８ ▲２．２ １０３．６ ▲２５．３ ４９．１ ▲３７．２ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．３ ▲９．８
２００８．１２ ９３．０ ▲１１．３ ９３．４ ▲１．１ １１２．１ ▲２２．２ ６３．０ ▲４０．１ １０１．７ ２７．８ ８９．７ ▲１１．５ １４３．３ ２５．８
２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６

２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．６ ▲１８．９ ９７．７ ０．５ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．７ ▲１９．５ ９４．７ ▲２５．８
１１ ８６．３ ▲１０．１ ９３．２ ▲１．２ １１８．８ ０．９ ５５．３ ▲０．５ ７１．０ ▲２９．１ ８３．４ ▲１１．１ ９４．１ ▲２９．８
１２ ８９．８ ▲３．５ ９１．５ ▲２．０ １３１．１ １７．０ ４９．５ ▲２１．５ ７１．７ ▲２９．４ ８３．５ ▲６．９ ９６．２ ▲３２．８

２０１０．１
出所 熊本県統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００８．１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０

２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３９ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７３１ ▲６．２
２００８．１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２
２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０

２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．８ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 ９９．４ ▲１６．１ １２５．４ ▲１９．２ １０３．２ ０．５ ４４．８ ▲２．５ １３６．０ ▲６．８ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００８．１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７
２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７

２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １１２．６ ▲７．８ １３６．７ ▲２５．８ １０６．９ ５．４ ３７．８ ▲３５．１ １６７．１ １０．４ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １２１．７ ▲３．９ １９８．６ ▲２．４ １２０．２ １６．５ ４４．１ １６．０ １３２．１ ▲１３．０ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １２１．２ ▲３．３ １７８．０ ▲５．２ １０８．８ １．４ ３９．６ ５．０ １２５．０ ▲１６．０ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １１７．９ ▲６．６ １６７．５ ３．５ １０４．６ ０．４ ４７．０ １１．５ １３２．０ ▲１８．９ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ ９４．３ ▲１３．１ １０３．４ ▲２３．４ ９６．０ ０．８ ４３．８ ▲１８．２ １２５．５ ▲１７．２ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １１５．４ ６．８ １４７．１ １９．３ １０３．４ ２．３ ５２．５ ８．７ １２４．４ ▲１７．２ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ ８２．０
出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２１００．０ ▲０．９
２００８．１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８
２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７

２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．４ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９２４ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００８．１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７

２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４１ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁
田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

編 集 後 記 �

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

「丸協食産」さんの取材訪問で工場を見学

させていただきました。高レベルの衛生管

理を実施されていると伺っていましたが、

中に入ってみると食品を扱っているにも関

わらず、殆どにおいがしなかったので驚き

ました。また、試食させていただいた新製

品「テールカレー」の美味しさにもびっく

り。サプライズの多い訪問でした。

今回、「矢野特殊自動車」さんを取材さ

せて頂き、部品も含めてほとんどゼロの状

態から自動車を作り上げられた創業者の

チャレンジ精神について触れ、「挑戦する」

ということの偉大さを改めて痛感しました。

自分も仕事で色々なことに挑戦することは

もちろんですが、挑戦しようと思ったこと

があと一つ「ダイエット」。

経営の神様と言われている故松下幸之助
氏は、成功の心得の一つに「成功するまで
続ける」ということを挙げています。シン
プルで当たり前のことではありますが、そ
の実践は非常に難しいと思います。今回お
伺いした「熊本テクノ」様は、「顧客に喜
んでいただける製品作り」という当たり前
のことを地道に続けておられるところに、
元気な会社たる所以があるのかな、と感じ
ています。

島 浦 横 尾 花 谷

数年前、同じ職場の男性が「育休」を取
得して大変驚きましたが、これからは子育
てに積極的に関わる「イクメン」が増殖し
そうな予感です。「ワークライフバランス」
を実現させようとすると、業務を工夫して
無駄を省くことに配慮するため、「仕事の質
や密度の向上」につながっているようです。
４月からＦＦＧでの研修を終え派遣元に

戻ります。多くの方との出会いに感謝して
います。ありがとうございました。

香港に赴任して１年以上が経過しました。
相変わらずの博多弁イングリッシュで何と
か切り抜けています。香港でいつまでたっ
ても慣れない事が一つあります。２月後半
から始まる湿気地獄です。気を抜くとあっ
という間に部屋のあちらこちらにカビが生
えてきます。このじめじめした感触を味わ
いたい方は、是非この時期にご来港下さい。
お待ちしております。

大 庭 末 松

ＦＦＧ調査月報２３号 ２０１０年３月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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